
区分 番　号 件　　　　名 概　　　　要 審査した委員会 7 5 3 2 2 2 1
 〔市長提出〕

決
算

認定
第１号

令和２年度決算の
認定について（三条市
一般会計及び各特別会計）

（一般会計）　支出済額　640億5,132万4,104 円 
（特別会計）　支出済額　190億　851万1,015 円 決算審査特別委員会 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 認定

認定
第２号

令和２年度決算の認定について 
（三条市公営企業会計）

（水道事業会計） 
　収益的収支決算額　支出 20億4,416万8,898 円 
　当年度純利益　　　　　　　  4,902万5,178 円 
　有収率　　　　　　　　　　　　　　　 89.6％ 

（下水道事業会計） 
　収益的収支決算額　支出 24億2,647万6,401 円 
　当年度純利益　　 　　　  1億1,660万5,003 円 
　接続率　　　　　　　　　　　　　　　68.4％

決算審査特別委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定

 〔議員発案〕

条
例

議員発案 
第１号

三条市議会政務活動費の月額
の特例に関する条例の一部改
正について

新型コロナウイルス感染症対策に関する施策の継続的な実施に向
けた財源を確保するため、政務活動費の月額の減額に係る特例期
間を延長することから、必要な改正を行うもの 
施行期日：公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

意
見
書

議員発案 
第2号

コロナ禍による厳しい財政状況
に対処し地方税財源の充実を
求める意見書の提出について

新型コロナウイルス感染症の影響により、地方自治体の財政は引
き続き厳しい状況に直面する中、令和４年度地方税制改正に向
け、地方税財源の確保を要望する意見書を提出するもの 
提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、
総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、経済再生担当大臣

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議員発案 
第3号

豪雪地帯対策特別措置法の改
正等に関する意見書の提出につ
いて

豪雪地帯の住民の安全・安心な生活を確保するため、豪雪地帯特
有の課題に対し柔軟に対応できる財政支援制度を創設するなど
総合的な対策の実施を要望する意見書を提出するもの 
提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務
大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大
臣、国土交通大臣、環境大臣

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議員発案 
第4号

コロナ禍において私立高校生が
学費の心配なく学校で学び続け
られるよう、私学助成増額・拡充
を求める意見書の提出について

私立高校生への就学支援金制度を拡充することなどを要望する
意見書を提出するもの 
提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務
大臣、文部科学大臣

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議員発案 
第5号

コロナ禍において私立高校生が
学費の心配なく学校で学び続け
られるよう、私学助成増額・拡充
を求める意見書の提出について

県独自の学費軽減制度を拡充することなどを要望する意見書を提
出するもの 
提出先：新潟県知事

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

 〔請願〕

請
願

請願 
第15号

コロナ禍における学びを保障
し、私学助成の拡充を求める請
願

私立高校生への就学支援金制度を拡充することなどを要望する
意見書の提出を求めるもの 総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択

請願 
第16号

コロナ禍に苦しむ人々に食料を
支援する施策を求める請願

コロナ禍に苦しむ人々に食料を支援する施策を講じることを要望
する意見書の提出を求めるもの 経済建設常任委員会 × × ○ × ○ ○ ○ 不

採択

議

決

結

果

無

所

属

未
来
へ
の
風

水
土
里
の
会

公
明
党
議
員
団

日
本
共
産
党
議
員
団

清
風
ク
ラ
ブ

自
由
ク
ラ
ブ

議　案　賛　否　一　覧 ○：議案に対して賛成　×：議案に対して反対

会　  　派　　 名
(下段は所属議員数）

議　　　　案

PICK 
UP

決算審査特別委員会の様子

9月定例会では
6会派が大綱質疑、

3人が質疑を
行いました。

 Check!
こ
の
計
画
の
第
１
章
で
下
田
地
域
の
持

続
的
発
展
の
基
本
方
針
、基
本
目
標
な

ど
を
定
め
て
お
り
、下
田
ら
し
さ
を
生
か
し

た
取
り
組
み
を
各
分
野
に
お
い
て
実
施
す
る

と
し
て
い
る
。

　

し
か
し
、第
２
章
か
ら
第
12
章
ま
で
各
分

野
に
わ
た
っ
た
計
画
で
、市
全
域
で
実
施
さ
れ

て
い
る
事
業
も
多
く
下
田
ら
し
さ
が
感
じ
ら

れ
な
い
。

　

も
う
少
し
下
田
地
域
固
有
の
課
題
等
に

特
化
し
た
方
が
良
い
の
で
は
な
い
か
。

本
計
画
は
、
現
時
点
で
の
過
疎
対
策
事

業
債
の
充
当
候
補
事
業
を
も
れ
な
く
掲

載
す
る
こ
と
、
こ
れ
か
ら
追
加
を
検
討
す
る

事
業
に
お
い
て
も
柔
軟
に
過
疎
債
を
活
用
で

き
る
こ
と
を
重
視
し
、
市
全
体
で
実
施
す
る

も
の
も
登
載
し
て
い
る
。

Q

過
疎
債
は
充
当
率
1
0
0
%
、
元
利
償

還
金
の
70
％
が
地
方
交
付
税
措
置
さ
れ

る
。
事
業
規
模
と
起
債
上
限
は
ど
う
か
。

過
疎
債
を
柔
軟
に
活
用
で
き
る
計
画
案

で
、
市
全
体
の
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
の
中
で
管
理
す
る
。
事
業
全
体
の
予
算
は

作
成
し
な
い
。
ソ
フ
ト
事
業
は
国
の
財
政
状

況
お
よ
び
県
の
予
算
配
分
に
よ
り
上
限
が
示

さ
れ
る
。

Q

今
後
下
田
地
域
の
計
画
事
業
に
お
け
る

Q

令
和
３
年
度
三
条
市

一
般
会
計
補
正
予
算

議
第

6
号

三
条
市
過
疎
地
域
持
続

的
発
展
計
画
の
策
定
に

つ
い
て

議
第

1
号

下
田
地
域
が
過
疎
地
域
に
指
定
さ
れ
た

経
過
は
ど
う
か
。

過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関

Q

す
る
特
別
措
置
法
が
本
年
４
月
１
日
に
施
行

さ
れ
、
下
田
地
域
が
該
当
に
な
っ
た
。
計
画

策
定
で
特
別
措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
た

め
県
と
調
整
の
上
、
本
計
画
案
を
策
定
し
た
。

過
疎
法
の
趣
旨
を
問
う
。

特
別
措
置
を
活
用
し
地
域
の
持
続
的
発

展
を
促
す
。

Q

人
口
減
少
率
な
ど
に
数
値
目
標
を
設
定

す
る
の
か
。

具
体
的
な
数
値
目
標
は
総
合
計
画
を
は

じ
め
、
各
分
野
で
の
計
画
を
基
に
今
後

別
途
設
定
す
る
。

Q

合
併
以
降
特
に
下
田
地
域
の
人
口
減
少

が
著
し
い
要
因
、検
証
は
ど
う
か
。

特
定
の
要
因
に
因
果
関
係
を
求
め
る

こ
と
は
困
難
。

Q

地
元
負
担
金
の
軽
減
に
つ
い
て
問
う
。

特
別
措
置
に
よ
る
負
担
割
合
見
直
し
の

予
定
は
な
い
。
総
合
的
に
負
担
割
合
の

見
直
し
が
必
要
か
個
別
に
検
討
。

Q

見
直
し
の
際
は
将
来
に
希
望
を
持
て
る

計
画
と
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

下
田
地
域
に
お
け
る
課
題
も
時
代
に

よ
っ
て
変
化
す
る
。
実
情
を
把
握
し
そ

の
時
々
の
施
策
を
検
討
し
、
住
民
が
希
望
を
持

て
る
計
画
と
な
る
よ
う
努
め
る
。

Q議
第

5
号

財
産
の
処
分
に
つ
い
て

処
分
す
る
土
地
（
新
潟
市
北
区
）
の

土
地
所
有
の
経
過
と
現
在
の
状
態
は
ど

う
か
。県

競
馬
の
解
散
時
に
構
成
団
体
の
共
有

と
さ
れ
た
。
三
条
市
の
持
ち
分
割
合
は

18
分
の
２
。
土
地
は
全
体
で
21
万
3
0
0
0

㎡
、
今
回
の
売
却
は
約
５
万
7
5
0
0
㎡
で

全
体
の
27
％
。
そ
の
他
は
太
陽
光
発
電
所
の
敷

地
や
競
馬
場
駐
車
場
敷
地
で
有
償
貸
付
中
。
未

利
用
地
が
約
４
万
㎡
あ
る
。

Q

自
宅
療
養
し
て
い
る
新
型
ウ
イ
ル
ス
感

染
者
へ
の
生
活
支
援
物
資
事
業
の
ス

キ
ー
ム
と
、
自
宅
療
養
者
の
数
の
把
握
の
方

法
、
ど
こ
に
ど
の
よ
う
な
業
務
を
委
託
す
る

の
か
。
ま
た
、
い
つ
か
ら
開
始
す
る
の
か
。

事
業
内
容
と
ス
キ
ー
ム
は
、
新
型
ウ
イ
ル

ス
感
染
者
で
入
院
せ
ず
自
宅
療
養
す
る
方

の
生
活
と
、
濃
厚
接
触
者
と
判
定
さ
れ
た
市
民

の
自
宅
待
機
中
の
生
活
を
支
援
す
る
た
め
、
必

要
な
日
常
生
活
用
品
の
宅
配
等
を
行
う
。

　
具
体
的
に
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
所

定
の
商
品
リ
ス
ト
を
掲
載
し
、
そ
の
中
か
ら
選

択
し
た
商
品
に
つ
い
て
、
経
過
観
察
期
間
中
の

２
週
間
に
つ
き
１
回
、
自
宅
に
配
送
す
る
。

　
自
宅
療
養
者
な
ど
の
把
握
は
、
最
近
の
市
内

の
感
染
状
況
か
ら
推
察
し
、
９
月
か
ら
年
度
末

の
来
年
３
月
ま
で
４
５
０
人
程
度
と
仮
定
し
、

利
用
率
30
％
程
度
と
考
え
て
い
る
。

　
商
品
の
集
荷
に
つ
い
て
は
、
イ
オ
ン
株
式
会

社
を
考
え
て
お
り
、
配
達
に
つ
い
て
は
、
三
条

タ
ク
シ
ー
株
式
会
社
お
よ
び
日
の
丸
観
光
タ
ク

シ
ー
株
式
会
社
へ
の
委
託
を
考
え
て
い
る
。

Q

市
の
削
減
効
果
を
問
う
。

ソ
フ
ト
事
業
で
今
年
度
４
８
７
９
万
円
、

令
和
４
年
度
以
降
毎
年
２
４
５
０
万

円
、ハ
ー
ド
事
業
で
今
年
度
１
５
１
０
万
円
、

令
和
４
年
度
以
降
は
確
定
し
て
い
な
い
。

県
外
就
職
し
た
子
ど
も
が
コ
ロ
ナ
濃
厚

接
触
者
に
な
っ
た
経
験
か
ら
、
今
回
の

デ
リ
バ
リ
ー
事
業
は
非
常
に
重
要
だ
。
配
達

商
品
は
２
週
間
に
１
回
だ
が
、
当
事
者
は
後

か
ら
足
り
な
い
も
の
に
気
が
付
く
。
１
週
間

Q

45


